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出⽣数と育児休業給付初回受給者数の推移

（注） 出⽣数は暦年、基本給付⾦初回受給者数は年度の数値である。
（資料）厚⽣労働省「雇⽤保険事業⽉報」、「⼈⼝動態調査」
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所得分布の状況（等価可処分所得）

（資料）厚⽣労働省「国⺠⽣活基礎調査」

（参考）
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⼦どもを含む離婚件数と⼦ども数の推移

（資料）厚⽣労働省「⼈⼝動態統計特殊報告」
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⺟⼦世帯はなぜ貧困なのか

• 就業率が低い︖
• 労働時間が短い︖
• 時間あたり賃⾦が低い︖

• 養育費⽀払いが不調︖
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⺟親の年間労働時間の分布

（出典）⼤⽯亜希⼦（2018）「シングルマザーは働いていてもなぜ貧困か」労働政策研究・研修機構編
『⾮典型化する家族と⼥性のキャリア』（第7章）労働政策研究・研修機構、pp. 134－161.

雇用形態にかかわらず、シングルマザーの労働時間のピークは
年間2000時間程度
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⺟親の賃⾦の分布（正社員・パート・アルバイト別）

正社員シングルマザーの賃⾦が⼆親世帯⺟親より低いのは、学歴の違い
によるところが⼤きい

（出典）⼤⽯亜希⼦（2018）「シングルマザーは働いていてもなぜ貧困か」労働政策研究・研修機構編
『⾮典型化する家族と⼥性のキャリア』（第7章）労働政策研究・研修機構、pp. 134－161.                                                         7



養育費受給率と貧困率の関係

（出典）⼤⽯亜希⼦（2018）「シングルマザーは働いていてもなぜ貧困か」労働政策研究・研修機構編
『⾮典型化する家族と⼥性のキャリア』（第7章）労働政策研究・研修機構、pp. 134－161.                                                         8



⺟⼦世帯はなぜ貧困なのか

× 働いていない
× 労働時間が短い
○ 時間あたり賃⾦が低い（ただしこれは⼥性共通）
○ ⾮正規労働者が多い（同上）
○ 年数が経過しても収⼊は増えない（⼤⽯ 2018）
○ 養育費⽀払いが不調

（24.3％「平成28年全国ひとり親世帯等実態調査」）

                                                         9



⼦育て時間の格差
夫婦世帯が育児時間を増加させる⼀⽅で、⺟⼦世帯の⺟の育児時間は頭打ち傾向
にある

（出典）大石亜希子（2020）「子どもをケアする時間の格差」 松本伊智朗・湯澤直美編『シリー
ズ子どもの貧困１ 生まれ、育つ基盤―子どもの貧困と家族・社会』明石書店、131－149.

（注）母子世帯＝有配偶でない母と20歳未満の子どもからなる世帯。
（資料）総務省「社会生活基本調査」
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養育費を巡る問題
• 取り決め⾃体がなされていない

– 取り決めありは⺟⼦世帯で42.9％、⽗⼦世帯で20.8％（※1）
(※１）厚⽣労働省「平成28年全国ひとり親世帯等調査」

– 取り決めも「⼝約束」「（公正証書以外の）書⾯」が多数（※2）
（※２）法務省「協議離婚に関する実態調査報告」（2021年）

• 取り決めと実際の⽀払いとのギャップがある
– 受給しているのは⺟⼦世帯24.3％、⽗⼦世帯3.2％（※1）

• ⽀払いが定期的になされない

• 仮に養育費を100％徴収できても貧困削減効果は限定的（⼤⽯ 2018)
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政策的含意
• 養育費徴収システムの確⽴

– しかし養育費だけで貧困削減はできない
• 児童扶養⼿当制度の⾒直し

– ⼦ども数に応じた増額幅
– いわゆる「5年ルール」
– 養育費の収⼊認定

• 最低保証養育費制度の検討
• 学校教育にまつわる諸費⽤、給⾷等の扱い

• 正規・⾮正規格差の是正（同⼀賃⾦・同⼀労働、税・
社会保険制度）

• 男⼥間賃⾦格差
• ⼥性に家事・ケア負担が偏る働き⽅の⾒直し
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